
東京労働局HP
（助成金関係）

北区雇用問題マンスリー
王子労働基準監督署・ハローワーク王子 令和７年１０月３日

北区の求人・求職・死傷災害発生状況（８月分）

国や都、北区における動き

東 京 都（都内17ハローワーク計）王 子 所

指 標
前年同月比/差前月比/差当月前年同月比/差前月比/差当月

４．８％▲１２．６％３１，６９６４．４％▲１４．８％７８１新規求職者数

▲３．４％▲１５．０％１０８，８２５▲６．３％▲０．４％１，２８４新規求人数

▲５．２％▲１１．７％５，５４９０．６％▲１．２％１６４就 職 件 数

▲５．６％▲１２．８％７，７６８１．４％０．７％１４６求人充足数

▲０．３８Ｐ▲０．１９Ｐ３．３０▲０．１９Ｐ０．２３Ｐ１．６４新規求人倍率

▲０．０９Ｐ▲０．０１Ｐ１．６７▲０．１６Ｐ▲０．０２Ｐ０．７１有効求人倍率

＊「都内１７ハローワーク計」のうち新規及び有効求人倍率は季節調整値、他は原数値

●令和７年１０月１日から『教育訓練休暇給付金』を創設します。

一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者が、就業規則等に基づき連続した30日以上の無給の教育訓練休暇を
取得する場合、教育訓練休暇給付金の支給が受けられます。

【主な支給要件】

休暇開始前２年間に１２か月以上の被保険者期間があること

（原則、１１日以上の勤務実態がある月が被保険者期間として算定の対象になります）

休暇開始前に５年以上、雇用保険に加入していた期間があること

（離職期間等がある場合であっても、一定の要件に合致すれば加入期間を通算できます）

業務命令によらず、就業規則等に基づき教育訓練を受けるための無休の休暇を取得していること

●東京都最低賃金改正のお知らせ
東京都最低賃金（地域別最低賃金）は令和７年１０月３日から時間額１，２２６円に改正されます。
※都内で労働者を使用するすべての事業場及び都内の事業場で働くすべての労働者（都内

の事業場に派遣中の労働者を含む）に適用されます。
※厚生労働省では、中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、事業場内で最も低い
賃金（事業場内最低賃金）の引上げを図るため、「業務改善助成金」制度を設けています。

＜問合先＞
東京都最低賃金について
東京労働局労働基準部賃金課（TEL 03-3512-1614（直通)) 東京働き方改革推進支援センター（TEL 0120-232-865）
業務改善助成金について
業務改善助成金コールセンター（TEL 0120-366-440） 東京働き方改革推進支援センター（TEL 0120-232-865）
東京労働局雇用環境・均等部企画課（助成金担当：TEL 03-6893-1100（直通））

●１０月は「年次有給休暇取得促進期間」です。

年次有給休暇を上手に活用し、働き方・休み方を見直しましょう。

「年次有給休暇の計画的付与制度」を導入しましょう。

年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を活用すれば、

休暇の分散化にもつながります。

年５日の年次有給休暇を確実に取得しましょう。

労使協定によって時間単位の年次有給休暇の活用もできます。 年次有給休暇取得
促進特設サイトHP

教育訓練休暇給付金 検索

令 和 ７年 死 傷 災 害 発 生 状 況（８月）
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上段は令和７年８月末、下段は前年同期の各速報値：王子署管内


